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はじめに 

 

平成 23年 3月 11日の東日本大震災では、東北から関東にかけて、広い地域の太平洋側港湾

が甚大な被害を受け、この地域の海上物流が停滞し、国内外のサプライチェーンに大きな影響

を及ぼした。 

このような状況を契機として、交通政策審議会港湾分科会防災部会が平成24年6月に公表し

た「港湾における地震・津波対策のあり方」において、発生の切迫性が指摘されている首都直

下地震や南海トラフ巨大地震（以下、南海トラフ地震）等の最悪シナリオを考慮した、海上物

流を継続し、サプライチェーンを維持するための、港湾相互の広域的なバックアップ体制確保

の必要性が指摘された。 

このことを受け、北陸地域国際物流戦略チームは、平成 24年 10月に広域バックアップ専門

部会を設置し、首都直下地震、南海トラフ地震といった巨大地震によって引き起こされると想

定される太平洋側の大規模災害時に海上物流機能を継続し、サプライチェーンを維持するため

のバックアップ体制確保の方策を検討するものとした。 

 

一般的な事業継続の考え方では、ある事象により事業に必要な資源が被災した場合に、その

資源そのものをできる限り早く現地で復旧する「早期復旧」と別の資源、手段、場所で置き換

える「代替」が戦略とされている。 

北陸地域は、切迫性が指摘されている首都直下地震、南海トラフ地震による同時被災の可能

性が低いと想定されており、被災が想定される太平洋側港湾の代替としてバックアップ体制を

構築しやすい。 

広域バックアップ専門部会では平成 24 年の設置以降、北陸地域における太平洋側大規模災

害時の代替輸送を実現するため、代替港湾として太平洋側港湾の貨物を少しでも多く受け入れ

るための「社会インフラの確保」、北陸地域港湾を活用した代替輸送のための代替輸送手引書

の作成や代替輸送訓練の実施等による「事業継続のための支援」、ポータルサイトを利用した

「災害時における情報共有」の 3つの柱を中心として議論を行ってきた。 

本計画は、これまでの広域バックアップ専門部会の検討を踏まえ、太平洋側大規模災害時に

おける北陸地域港湾による代替輸送を円滑に行うための基本的な行動を定めたものである。 
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新潟港

直江津港

伏木富山港

敦賀港

金沢港

中京圏 

首都圏 

関西圏 

１. 北陸地域における代替輸送の基本的な考え方 

１-１ 計画の対象 

（１）対象地域 

対象地域：首都直下地震被災想定地域（主に首都圏） 

南海トラフ地震被災想定地域（主に中京圏、関西圏） 

代替輸送港湾：新潟港、直江津港、伏木富山港、金沢港、敦賀港 

 

（２）対象とする物流 

太平洋側における大規模災害時の代替輸送とし、主にコンテナ貨物を中心とする。 

 

（３）対象とする関係機関 

本計画は、「災害時に代替輸送を利用する荷主企業等」と「北陸地域港湾の関係機関等」を

対象とする。 

表 1 計画の対象とする関係機関 

 関係機関 

北陸地域港湾の関係機関 

（新潟港、直江津港、 

伏木富山港、金沢港、 

敦賀港） 

国の機関 ：北陸地方整備局、北陸信越運輸局 

港湾管理者：新潟県、富山県、石川県、福井県 

民間事業者：港湾運送事業者、船社、陸運事業者、倉庫事業者 

など 

災害時に代替輸送を 

利用する荷主企業等 

通常時、三大湾※の港湾を利用している荷主企業、商社 など 

※三大湾：東京湾・伊勢湾・大阪湾 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 本計画の対象地域 

 

北陸地域港湾 
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１-２ 代替輸送の必要性 

（１） 代替輸送の必要性 

東日本大震災では、取引先が業務停止等により直接的な被害を受けていない企業も事業中断

や倒産に追い込まれたため、サプライチェーンを考慮した事業継続の重要性が再認識された。 

また、東日本大震災時には日本海側の港湾が太平洋側のバックアップ機能を果たした実績を

基に、今後発生が懸念されている首都直下地震、南海トラフ地震等が発生し、太平洋側の港湾

物流機能が停止した場合に、早期復旧だけでなく、代替輸送手段の確保として、同時被災が発

生しにくく、代替地となり得る北陸地域の港湾を利用した物流支援体制の構築に向けた取組が

非常に重要になる。 

今後、首都直下地震や南海トラフ地震が発生し、三大湾の港湾物流機能が停止した場合、そ

の影響は、東日本大震災の比ではなく、全国の港湾が代替港湾として機能し、代替輸送ルート

を確保することが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 サプライチェーンと災害時の事業継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 北陸地域港湾による代替輸送のイメージ 

 

 

工場

倉庫

名古屋港

首都圏

中京圏

通常ルート

代替ルート

通常ルート

代替ルート

工場

倉庫

太平洋側港湾が被災 

※代替輸送：荷主企業が通常利用している物流ルートが災害等により利用できなくなった場合に、他のルートを利用して

輸送を継続することをいう。港湾物流の場合は、通常利用する港湾が災害等により停止した場合、他の地域の被災してい

ない港湾を利用して物流を継続することなる。このような港湾を「代替港湾」と呼ぶ。 
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（２） 三大湾の港湾物流と災害リスク 

我が国の産業は、グローバルサプライチェーンを

形成し、世界各地から原材料や部品を調達、国内で

製品を生産し、国内外に出荷している。また、食料

品や日用品などの様々な消費財が世界各国から輸入

され、国民生活の隅々にまで流通している。 

港湾を拠点とする海運は、我が国の貿易量（輸出入

貨物量）の 99.6％を取扱っており、産業活動や国民生

活を支えている。 

このうち、コンテナ貨物輸送は 2割を占め、コンテ

ナ貨物量の 8割を三大湾の港湾が取り扱っている。 

三大湾が位置する太平洋沿岸は、首都直下地震や南海トラフ地震などの大規模地震が高い確

率で発生すると想定されている。大規模災害によりこれらの地域の港湾が被災したとすると、

貿易が停止し、我が国の経済は深刻な影響を受けることとなる。 

平成 23 年の東日本大震災では地震に加え巨大津波に襲われ、青森県の八戸港から茨城県の

鹿島港に至る東日本太平洋沿岸の全ての港湾機能が停止し、東北のみならず世界の産業に大き

な影響を及ぼした。 

 

（３）円滑な代替輸送に向けた備え 

大規模災害時に代替輸送ルートを確保するには、貨物を受け入れることができかつアクセス

できる港湾の確認、通常時と異なる陸運や港湾荷役、倉庫等の手配、通関や検疫等の貿易手続

き等、様々な手続きが必要であり、円滑に代替輸送ルートを確保するためには、通常時からの

準備が不可欠である。 

東日本大震災では、新潟港をはじめとする日本海側の港湾が代替輸送港湾としての役割を果

たしたが、一時的に大量の貨物を受け入れることとなり、人員やトラック、荷役機械等の確保

や、貨物の保管スペースの確保等の緊急措置が必要となった。首都直下地震や南海トラフ地震

が発生した場合にも同様の対応が必要になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5 コンテナ物流における手続きの例 

2014 年 

約 13 億トン 

図 4 貿易量に占める海運の割合 

出典：数字で見る港湾 2016 をもとに広域バックアップ専門部会が作成 

航空 0.4% 

海運 99.6% 

コンテナ 

20% 

その他 80% 
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１-３ 北陸地域港湾が担う役割 

東日本大震災においては、前述のとおり日本海側の港湾が太平洋側のバックアップ機能を果

たした。今後発生が懸念されている首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模災害時に国土全

体の強靭化を図る上で、日本海側と太平洋側の連携を強化し、ネットワークの多重性・代替性

を確保しつつ、日本海・太平洋両面を活用することが重要となる。 

内閣府中央防災会議によると、首都直下地震の震度分布図※１では、地震の影響はほぼ関東地

域に限定され、北陸地域に及んでいないことがわかる。また、南海トラフ地震の震度分布図※２

では、地震の影響が西日本に広く及んでいるが、北陸地域への影響は小さいことがわかる。 

更に、北陸地域港湾は、我が国の経済活動の中核を担う三大都市圏（首都圏、中京圏、関西

圏）と縦断的に隣接し、バックアップを図る上で地理的に優位であり、同時被災の可能性が低

い。 

このようなことから、北陸地域港湾は、東京湾、伊勢湾、大阪湾の主要港湾が被災した場合

に、我が国の貿易を維持するため、代替輸送ルートの設定や代替輸送訓練の実施など、バック

アップ体制の構築に取り組み、代替輸送港湾としての役割を果たすことが北陸地域の社会的意

義と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 首都直下地震と南海トラフ地震の想定震度分布 

 

 

 

 

 

 

※１：首都直下地震の震度分布図 ※２：南海トラフ地震の震度分布図 新潟港 

直江津港 伏木富山港

敦賀港 

金沢港 

【出典】 

※１：首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震等の震源断層モ

デルと震度分布・津波高等に関する報告書 図表集 

（H25.12 中央防災会議 首都直下地震モデル検討会） 

 
※２：南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告） 

（H24.8 中央防災会議 防災対策推進検討会議 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキ

ンググループ） 
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１-４ 代替輸送によるメリット 

代替輸送の準備をしておくことで、太平洋側・北陸側の関係機関（荷主、物流関係者、国、

港湾管理者等）に以下のようなメリットがある。 

 

（１） 太平洋側の関係者 

○荷主・物流関係者 

大規模災害時に太平洋側港湾が長期間使用できなくなった場合、今まで太平洋側港湾を利

用していた企業の物流が止まり、製品や部品等が納品できなくなる可能性があるが、代替輸

送を準備しておくことにより、事業中断や倒産などのリスクが低減する。 

また、首都直下地震、南海トラフ地震等の太平洋側の大規模災害に対して同時被災する可

能性が少ない北陸地域港湾に代替輸送ルートを確保しておくことでサプライチェーンネット

ワークの構築を図ることができ、さらに、事業継続対策が優れた企業については「BCM格付

融資」を利用することにより、BCM格付けの評価に応じた融資や金利優遇、保険商品の割引

を受けることができる。 

 

○国、港湾管理者 

大規模災害時において、我が国の物流機能を維持するため、リダンダンシーを有する輸送

ルートを平時から確保することで国土強靱化の推進につながる。 

また、有事の際の代替機能の確保として、広域港湾 BCPに北陸地域港湾との連携を位置づ

けておくことで、代替輸送の実効性が向上する。 

 

（２） 北陸地域の関係者 

○物流関係者・港湾管理者 

大規模災害に備え、北陸地域港湾において代替輸送体制を構築することにより、北陸地域

港湾の重要性が太平洋側荷主企業等に認識され信頼性が向上する。 

また、代替輸送に備えて平時から太平洋側荷主企業等が北陸港湾を利用することにより、

有事の際も「顔の見える対応」が可能となり、実際に災害が起こった時、円滑に対応するこ

とができるとともに北陸地域の活性化につながる。 

 

○国 

代替輸送に備え、平時から日本海側と太平洋側の連携を強化しネットワークの多重性・代

替性の確保を図ることは、国土全体の安全を確保する上で、太平洋側だけでなく日本海国土

軸の形成並びに国土強靱化の推進につながる。 
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２. 北陸地域港湾の現状と課題 

日本海側地域の道路・港湾等の社会インフラは太平洋側地域に比べて規模が小さい現状にお

いて、北陸地域港湾を対象に、大規模災害時に最大どれほどのコンテナ貨物を取り扱うことが

できるかを試算した。 

北陸地域港湾の月あたりの取扱貨物量は平均 2 万 TEU/月程度であり、災害時には平常時の

1.4 倍程度※の取扱いが可能となると想定すると、北陸地域の余裕量は 9,000TEU/月程度とな

る。 

首都直下地震、南海トラフ地震によって太平洋側の港湾が被災することにより発生すると想

定される貨物の代替輸送量は、首都直下地震で約 23 万 TEU／月、南海トラフ地震で約 17 万

TEU／月となっている。 

よって、北陸地域港湾において、実績値より 1.4 倍の貨物の取り扱いが可能と想定した場合、

対応可能な量は、首都直下地震時に発生する代替輸送需要の約 4%、南海トラフ地震時に発生す

る代替輸送需要の約 6%と北陸地域港湾のみで取り扱うことは困難な状況である。 

このことから、より多くの代替輸送需要に対応するためには、北陸地域港湾の関係機関が対

応方策を推進し、効率的な対応を行っていくことが求められる。 

○首都直下地震 

・東京湾のコンテナ港湾の主な背後圏である関東の 1都 6県と福島県における首都直

下地震の発災１ヶ月後の、代替貨物需要を試算すると 229,650TEU/月となった。 

・この代替貨物需要に対応するためには、東北から九州にいたる地域の港湾が代替港

湾としての役割を果たす必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 首都直下地震による代替貨物輸送需要の推計結果 

注） 

※１時系列で港湾側、生産消費側の復旧も考慮しており、「貨物取扱能力-生産・消費貨物量」が最大となる貨物量を用いて配分計算を行

っている。（発災 1ヶ月後） 

※2貨物の生産消費地単位（生活圏）で輸送時間が短い港湾に優先的に配分 

※3港湾機能が受入可能量に達している場合、次に輸送時間が短い港湾に配分 

※4配分に際して地震による輸送経路の損傷による交通規制、通行止め等は考慮していない。 

※5様々な仮定を置いた上での、あくまでも推計値であり、実際の震災の際には様々な要因から値が変動する。 

代替貨物の発着地に
設定した都県

650

1,500

0

2,310

290

4,200

130

160

670

-229,650

1,610
1,150

200
940

5,430
71,120

880

12,070

570

59,660
51,250

0

• （図示した港湾は受入上限）

14,860

以西の港湾

単位：TEU/月

取扱能力が0となる港湾

代替輸送貨物の受入が可能な港湾

代替輸送が必要な貨物量 
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○南海トラフ地震 

・南海トラフ巨大地震における発災１ヶ月後の代替輸送貨物需要を試算すると、

169,750TEU/月となった。 

・首都直下地震と同様、全国の港湾で代替貨物需要を受け入れる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 南海トラフ地震による代替貨物輸送需要の推計結果 

 

※：災害時取扱貨物量の試算 

「港湾投資の評価に関する解説書 2011」によると、阪神・淡路大震災の際には、神戸港の代

替港として大阪港が大きな役割を果たしており、平成 6年から平成 8年までの 2年間で外

貿コンテナ貨物取扱量（合計）が 1.4倍（138.5％）に増加している。 

1.4倍は岸壁等の港湾施設能力のみの制約でなく、作業を行う人員、荷役を行う資機材等の

制約も含めて設定された数値である。 

 

これを参考に本調査の代替輸送需要推計の際の北陸地域港湾の機能を、 

被災時の取扱貨物量＝平常時の取扱量×1.4 と設定している。 

なお、北陸地域港湾とは「新潟港、直江津港、伏木富山港、金沢港、敦賀港」である。 

注） 

※１時系列で港湾側、生産消費側の復旧も考慮しており、「貨物取扱能力-生産・消費貨物量」が最大となる貨物量を

用いて配分計算を行っている。（発災 1ヶ月後） 

※2貨物の生産消費地単位（生活圏）で輸送時間が短い港湾に優先的に配分 

※3港湾機能が受入可能量に達している場合、次に輸送時間が短い港湾に配分 

※4配分に際して地震による輸送経路の損傷による交通規制、通行止め等は考慮していない。 

※5様々な仮定を置いた上での、あくまでも推計値であり、実際の震災の際には様々な要因 

から値が変動する。 

全体 169,750TEU/月 

代替輸送が必要な貨物量 

（九州地方）

(中国地方・日本海側)

（中国地方・瀬戸内側）

（四国地方）

（近畿地方）

（中部地方）

（北陸地方）

（関東地方）

（東北地方）

-67,390

-30,130

0

-40,560

-5,790

-25,410

0 0

-460

取扱能力が0となる港湾

代替輸送貨物の受入が可能な港湾

20

180

50

0

130

340

124,210
40

15,050

70

670

1,6401,210

1,360
240

700

150

22,190

1,020

320

150

0

0
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３. 北陸地域港湾による代替輸送体制 

太平洋側大規模災害時に北陸地域港湾において代替輸送を円滑に行うためには、事前に関係

者間の体制や役割、想定される代替輸送ルート等の代替輸送体制を構築しておく必要がある。 

 

３-１ 北陸地域港湾における代替輸送体制構築のための対応方策 

北陸地域港湾の物流関係者がどのような役割を担っているのかを明らかにするために、対

応方策を個別のタスク（各関係者の役割）に分解して検討を行った。 

北陸地域港湾において、代替輸送を円滑に行うための対応方策として、「（１）代替港湾ま

での陸上輸送の確保」、「（２）代替港湾における貨物の保管場所確保」、「（３）空コンテナの

調達」、「（４）ヤード混雑解消のためのコンテナ仮置き場の設置」、「（５）臨時シャトル便の

航路開設」の体制構築を進めていく。「港湾間での調整」は、「北陸地域港湾の事業継続検討

会」において検討が進められている「広域港湾 BCP」に準じて実施する。 

対応方策は、関係者間の支援の流れと必要な役割の区分（タスク）に分解する形で構成さ

れており、それぞれのタスクが適切に流れることで対応方策の効果は発現する。 

タスクによっては、関係者間での調整が必要なものを含んでいる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 北陸地域港湾における代替輸送体制確立のためのタスク 

コンテナ仮置き場情報の提供

（１）
代替港湾までの陸上
輸送の確保 道路情報の提供

燃料の供給

【タスク】
各関係者の役割

【対応方策】
北陸地域全体でのチームプレー

倉庫を他所蔵置場所と
して利用する許可を申請

（４）
ヤード混雑解消のための
コンテナ仮置き場の設置

保安対策の強化（警備員）

CY・仮置き場間の輸送手段の確保

（２）
代替港湾における
貨物の保管場所確保

倉庫の空き情報の提供

港湾間での調整 北陸地域港運業者間の連携※

北陸地域港運業者と
被災港湾との連携

資機材の輸送手段の確保※

【目標】
車両の手配

倉庫の空き容量の確認

SOLASエリアの変更申請

空き工業用地の確保・選定

リース空コンテナの調達

中古空コンテナの購入

CYにおけるシャトル便への対応

シャトル便に関する情報提供

増便・寄港地変更
(シャトル便)の要請

（３）
空コンテナの調達

（５）
臨時シャトル便の航路開設

代
替
港
の
決
定

・代替輸送貨物の
受入能力の向上

・代替輸送の実効性
の向上

※「北陸地域港運業者間の連携」、「資機材

の輸送手段の確保」は「北陸地域港湾の事
業継続計画検討会」 （広域港湾BCPの

検討会）での検討内容に準じる。
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図 10 貨物輸送の流れと対応方策 

 

表 2 対応方策に対する課題とタスク 

対応方策 課題 タスク 
（１）代替港湾までの陸

上輸送の確保 
 

・港湾までの輸送車両不足 
・輸送車両の燃料不足 

・車両の手配 
・道路情報の提供 
・燃料の供給 

（２）代替港湾における

貨物の保管場所確保 
・北陸地域港湾の保税蔵置所

等のキャパシティ不足 
・倉庫の空き容量の確認 
・倉庫を他所蔵置場所として利用する許可を申請 
・倉庫の空き情報の提供 

（３）空コンテナの調達 ・災害時の輸送需要の増加に

伴う空コンテナ不足 
・中古空コンテナの購入 
・リース空コンテナの調達 

（４）ヤード混雑解消の

ためのコンテナ仮置き

場の設置 

・取扱貨物量増加に伴う港湾

の混雑 
・空き工業用地の確保・選定 
・SOLASエリアの変更申請 
・CY・仮置き場間の輸送手段の確保 
・保安対策の強化（警備員） 
・コンテナ仮置き場情報の提供 

（５）臨時シャトル便の

航路開設 
・北陸地域港湾の輸送能力不

足 
・増便・寄港地変更（シャトル便）の要請 
・CYにおけるシャトル便への対応 
・シャトル便に関する情報提供 
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（１）代替港湾までの陸上輸送の確保 

大規模災害時に代替輸送を円滑に行うためには、車両の手配や燃料確保、道路情報の把握

など、各関係者の役割を明確にしておく必要がある。 

以下に陸上輸送を確保するための体制を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 代替港湾までの陸上輸送確保の体制・役割 

 

 

（２）代替港湾における貨物の保管場所（倉庫、上屋等）の確保 

大規模災害時には代替輸送港湾に貨物が集中するため、港湾背後の保税蔵置場（倉庫、上

屋等）が不足すると想定される。 

以下に代替輸送貨物の保税蔵置場（倉庫、上屋等）を確保するための体制を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 代替港湾における貨物の保管場所（倉庫、上屋等）確保の体制・役割 
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（３）空コンテナの調達 

大規模災害時には通常時より輸送需要が大幅に増加するため、空コンテナが必要となる。 

以下に空コンテナ調達の体制を示す。 

ただし、現状では日本海側において空コンテナをリースするのは難しく、また、他社のコ

ンテナを利用するにも船社間の取り決め等、事前準備が必要となるため、調達方法について

は今後検討の必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 空コンテナの調達の体制・役割 

 

 

（４）ヤード混雑解消のためのコンテナ仮置き場の設置 

大規模災害時には代替輸送貨物が北陸地域港湾に集中するため、ヤード内が混雑すると予

想される。よって、別の場所でコンテナ置き場を確保する必要がある。 

以下にコンテナ置き場として空き工業用地等を利用するための体制を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 ヤード混雑解消のためのコンテナ仮置き場の設置の体制・役割 
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（５）臨時シャトル便の航路開設 

大規模災害時は通常のコンテナ貨物に加え、代替輸送需要に対応するため、臨時に船舶を

確保する必要がある。そのため、災害時は臨時に北陸地域港湾と国内外の港湾間を直接結ぶ

「シャトル便」を運行することが有効と考えられる。 

以下に臨時シャトル便の航路開設に向けた体制を示す。 

なお、臨時シャトル便の運航の際は、別途、港湾作業員の手配が必要となる場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 臨時シャトル便の航路開設の体制・役割 
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３-２ 代替輸送モデルルートの想定 

首都直下地震、南海トラフ地震などの災害時に、円滑に代替輸送が行われるよう、被災地

域から北陸地域港湾までの代替輸送モデルルートを事前に設定した。 

代替輸送モデルルートは、各港湾で事業を展開する物流業者へのヒアリング結果を踏まえ、

一般道で重さ指定、高さ指定のある道路を基本とした。 

高速道路については、大規模災害等が発生した場合、災害対策基本法等に基づく交通規制

が実施されると予想され、また、コストもかかるため、原則使用しないものとした。ただし、

背高コンテナについては一般制限値区間を通行できないため、高速道路等へ迂回する必要が

ある。 

 ※一般制限値区間：高さ 3.8ｍ以下、重さ 20ｔ以下 （背高コンテナは通行不可） 

 ※高さ・重さ指定区間：高さ 4.1ｍ以下、重さ 25ｔ以下 

なお、事業継続のために代替輸送ルートを使用して代替輸送を行った場合、通常より輸送

距離が長くなり、輸送コストがかさむこととなるが、そのようなケースを保証する保険も用

意されている。以下にそれを示す。 

・BCP 地震補償保険 

・特定地震危険補償利益保険 

・地震デリバティブ 

これらは事業継続のために追加で出費したコストを補償できる保険で、保険契約時に特定

したエリアで震度 6強以上の地震が起きた場合に保険金をもらえ、使用用途に限定がない。 

 

 

 




